
R6事務事業・組織対応表（R5実施事業）

施策名【市民協働・参加】

1.市民協働・
参加

(1) 市民協働のまちづくり

7111-1 1 文書等収受・発送等事務 総務課 文書法規係 簡易

7111-2 2 広報等配布物配布事務 総務課 文書法規係 簡易

7111-3 3
例規制定支援・例規集編集
等事務

総務課 文書法規係 簡易

7111-4 4
公告式・各種公表、報告等事
務

総務課 文書法規係 簡易

7111-5 5 行政手続支援事務 総務課 文書法規係 簡易

7111-6 6 協働推進事業 広報広聴課
広聴市民活
動係

通常

7111-7 7 市民活動支援事業 広報広聴課
広聴市民活
動係

通常

7111-8 8
駒の里過疎対策プロジェクト支
援事業

望月支所 総務税務係 通常

(2) 市民参加のまちづくり

7112-1 9 市民意見聴取事業 広報広聴課
広聴市民活
動係

通常

(3) 広報・広聴の充実

7113-1 10 行政情報発信事業 広報広聴課 広報係 通常

7113-2 11 市勢ガイド発行事業 広報広聴課 広報係 通常

7113-3 12 表彰事業 広報広聴課 広報係 通常

(4) 情報提供と個人情
報保護 7114-1 13

情報公開・個人情報保護支
援事務

総務課 文書法規係 簡易

7114-2 14
文書等管理・文書事務支援
事務

総務課 文書法規係 簡易

7114-3 15
臼田文書等管理・文書事務
支援事業

臼田支所 総務税務係 簡易

7114-4 16
浅科文書等管理・文書事務
支援事業

浅科支所 総務税務係 簡易

7114-5 17
望月文書等管理・文書事務
支援事業

望月支所 総務税務係 簡易

1.市民の力
が生きる地
域社会の実
現

事
業
数

事務事業 課 係
管理
方法

備考章 節 施策 主要施策
事務
事業
コード

7.ひとと地
域の力が
生きる協働
と交流のま
ちづくり



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

事業費

コ
ス
ト

財源
内訳

32,104 31,350

財源合計

3,309

0 0

32,104 31,350 59,416

0

32,104 31,350 59,416

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

59,416

1,939

0.20 人 1,454 0.20 人 1,454

1458 時間 1,939 1458

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

3,393 3,393

0.20 人 1,370

1458 時間

28,795 27,957 56,023

時間 1,939

総合計画上の
位置付け

章 7.ひとと地域の力が生きる協働と交流のまちづくり

節 1.市民の力が生きる地域社会の実現

施策 1.市民協働・参加

17

事業の性質 任意の自治事務（定型） 佐久市文書取扱規程

実施方法

法定根拠
管理方法 簡易

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

文書類の収受・発送を正確かつ迅速に行うことで、行政の円滑な運営を確保する。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

（1）郵便等収受文書の一括受領、所管課等への配布
（2）発送文書の料金区分、割引制度に従った発送方法の選択
（3）発送文書に係る各課等所管の郵便料の取りまとめと一括清算

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 4 年度令和 令和 5 年度 令和 年度6

令和 6 （評価対象　令和 5

事業名 文書等収受・発送等事務 事務事業コード 7111-1

担　当 総務 部 総務 課 文書法規 係 事業開始年度 平成

年度

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

令和 6 （評価対象　令和 5

事業名 広報等配布物配布事務 事務事業コード 7111-2

担　当 総務 部 総務 課 文書法規 係 事業開始年度 平成

年度

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

市からの配布物を確実に届けることにより、市民の市政に対する理解を深め、市政への参加を促す。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

　月１回発行される市広報紙「ＳＡＫＵーＬＩＦＥ」の配付に併せ、各課等の配布・回覧物を各区の区長が指
定する配布担当者宅へ配付する。

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 4 年度令和 令和 5 年度 令和 年度6

総合計画上の
位置付け

章 7.ひとと地域の力が生きる協働と交流のまちづくり

節 1.市民の力が生きる地域社会の実現

施策 1.市民協働・参加

17

事業の性質 任意の自治事務（定型）

実施方法

法定根拠
管理方法 簡易

2,181 2,181

0.30 人 2,055

0 時間

3,335 3,643 4,360

時間 0

6,541

0

0.30 人 2,181 0.30 人 2,181

0 時間 0 0

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

0 0

5,390 5,824 6,541

0

5,390 5,824 6,541

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

コ
ス
ト

財源
内訳

5,390 5,824

財源合計

2,055

事業費

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

事業費

コ
ス
ト

財源
内訳

12,353 11,844

財源合計

4,453

0 0

12,353 11,844 13,936

0

12,353 11,844 13,936

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

13,936

0

0.65 人 4,726 0.65 人 4,726

0 時間 0 0

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

4,726 4,726

0.65 人 4,453

0 時間

7,900 7,118 9,210

時間 0

総合計画上の
位置付け

章 7.ひとと地域の力が生きる協働と交流のまちづくり

節 1.市民の力が生きる地域社会の実現

施策 1.市民協働・参加

17

事業の性質 任意の自治事務（定型） 佐久市法規審査委員会規程

実施方法

法定根拠
管理方法 簡易

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

市民福祉の向上のため、必要な施策を関係法体系の下で適切かつ効果的に運用するため、必要性に
応じて例規の制定、改廃を行う。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

（１）法改正等により必要となる例規改正を各所管課等に助言し、内容を審査して成案とする。
（２）条例案については直近の議会に提出する。
（３）公布・告示後、市例規集データベースに掲載する。

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 4 年度令和 令和 5 年度 令和 年度6

令和 6 （評価対象　令和 5

事業名 例規制定支援・例規集編集等事務 事務事業コード 7111-3

担　当 総務 部 総務 課 文書法規 係 事業開始年度 平成

年度

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

公告式・各種公表、報告等事務

地方自治法

佐久市公告式条例

条例、規則等の公布や、市が行う指定、決定等の処分について、広く一般に周知することにより市民の
市政に対する理解を深め、市政への参加を促す。

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

（１）議会で議決、承認された条例、予算、決算の公告
（２）その他各課等で法律等により必要な公告、告示の受付

総合計画上の
位置付け

章 7.ひとと地域の力が生きる協働と交流のまちづくり

節 1.市民の力が生きる地域社会の実現

施策 1.市民協働・参加

17

事業の性質 任意の自治事務（定型）

実施方法

事業費

コ
ス
ト

財源
内訳

1,028 1,091

財源合計

1,028

0 0

1,028 1,091 1,091

0

1,028 1,091 1,091

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

1,091

0

0.15 人 1,091 0.15 人 1,091

0 時間 0 0

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

1,091 1,091

0.15 人 1,028

0 時間

0 0 0

時間 0

法定根拠
管理方法 簡易

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

事業内容
（手段・方法など）

4 年度令和 令和 5 年度 令和 年度6

令和 6 （評価対象　令和 5

事業名 事務事業コード 7111-4

担　当 総務 部 総務 課 文書法規 係 事業開始年度 平成

年度

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

令和 6 （評価対象　令和 5

事業名 事務事業コード 7111-5

担　当 総務 部 総務 課 文書法規 係 事業開始年度 平成

年度

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 4 年度令和 令和 5 年度 令和 年度6

法定根拠
管理方法 簡易

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

事業内容
（手段・方法など）

1,091 1,091

0.15 人 1,028

0 時間

0 0 42

時間 0

1,133

0

0.15 人 1,091 0.15 人 1,091

0 時間 0 0

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

0 0

1,028 1,091 1,133

0

1,028 1,091 1,133

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

コ
ス
ト

財源
内訳

1,028 1,091

財源合計

1,028

事業費

行政手続支援事務

行政手続法

佐久市行政手続条例、佐久市行政不服審査会条例

行政手続制度の円滑な運営を図ることにより、行政運営における公正の確保と透明性の向上を図る。

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

（１）行政処分等に係る標準処理期間の設定
（２）行政処分等の審査に係る審査基準の明確化
（３）行政不服審査会の設置、運営

総合計画上の
位置付け

章 7.ひとと地域の力が生きる協働と交流のまちづくり

節 1.市民の力が生きる地域社会の実現

施策 1.市民協働・参加

17

事業の性質 任意の自治事務（定型）

実施方法 市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

事業費

コ
ス
ト

財源
内訳

5,430 9,913

財源合計

3,593

0 0

5,430 9,913 13,542

0

5,430 9,913 13,542

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

13,542

168

1.10 人 7,997 1.10 人 7,997

0 時間 0 0

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

7,997 7,997

0.50 人 3,425

126 時間

1,837 1,916 5,545

時間 0

総合計画上の
位置付け

章 7.ひとと地域の力が生きる協働と交流のまちづくり

節 1.市民の力が生きる地域社会の実現

施策 1.市民協働・参加

20

事業の性質 任意の自治事務（不定型）

実施方法

法定根拠
管理方法 通常

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

市民は行政をよきパートナーとして、地域の公共的課題の解決に向けて共に考え、知恵を出し合い、
連携・協力しながらまちづくり施策を推進している。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

  平成２１年度に「佐久市協働基本指針」、令和３年度に「第二次佐久市協働のまちづくり計画」（計画期
間：令和４年度から令和８年度）を策定し、協働のまちづくりのための施策を推進している。
  協働事業（福祉・防災・環境・地域振興などさまざまな地域課題に対して、市民と市が協議し、役割分担
をしながら、解決していく取組み）が増えることで、人口減少社会に対応した暮らしやすいまちをつくって
いく。
  「まちづくり活動支援金事業」の公募を行い、佐久市協働のまちづくり推進会議で審査し、支援金の交
付を行う。
  また、交付金を活用した事業の実績等を周知し、協働のまちづくりの推進を図る。

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 4 年度令和 令和 5 年度 令和 年度6

令和 6 （評価対象　令和 5

事業名 協働推進事業 事務事業コード 7111-6

担　当 企画 部 広報広聴 課 広聴市民活動 係 事業開始年度 平成

年度

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



3．事業の分析 「Check（評価）」

＜説明＞

＜説明＞

４．今後の方向性 「Action（改善）」

所管課等としての評価

＜課題に対する解決策、取組み方針等を記載＞

4

6

66.6

単位

5

6 7

令和 4 令和 6 年度

令和 5

協働のまちづくり推進
会議開催回数

％ 達成率

回

活動指標 年度 令和 5 年度

年度

実施内容

10 9

83.3

7

11

佐久市まちづくり活動支援金事業（佐久っと支援金事業）を実施。
佐久市協働のまちづくり推進会議による上記支援金事業の審査の実施。
まちづくり活動支援金事業について、優良事業表彰を実施.

市民との協働のまちづくりを推進するためには、市民と市の相互連携が重要であり、互いに
情報を共有しながら、まちづくりのパートナーとしての施策の推進が必要である。

63.6 60

目標

実績

6

今後の
取組方針

  まちづくり活動支援金については、引き続き、活用しやすい支援金制度となるよう、他市事例などを比較
検討するほか、支援金利用者や市民活動団体の意見を取り入れながら、見直しを行う。
  まちづくり活動支援金の優良事業表彰については、広報紙以外の周知の方法も検討・実施する。
  第二次協働のまちづくり計画の各取組については、市民活動サポートセンターと連携を密にとり、進捗に
応じて計画期間内に継続的・段階的に実施する。

単位

団体
実績

目標

事業の
課題

  まちづくり活動支援金については、より多くの団体に活用してもらうため、市民活動団体のニーズに応じた
制度づくりのための見直しが必要である。
  優良事業表彰については、より広く事業を周知し、様々な活動を知ってもらい、活動を始めるきっかけとな
るような情報発信が必要である。
  第二次佐久市協働のまちづくり計画の各取組を市民活動サポートセンターと連携して計画的に実施し、
協働のまちづくり推進会議で進捗管理を行っていく必要がある。

事業の
方向性

現行どおり 期間・時期

達成状況

達成度

未達成

％ 達成率

成果指標

まちづくり活動支援金
（佐久っと支援金）事
業を活用する団体数

～令和 年度 令和 年度

R5年度は一次募集で予算額を上回る申請があったが、他の補助金の活用をする団体もあ
り交付額は伸びなかった。
協働のまちづくり推進会議では、支援金に関する審査のほか、市民活動サポートセンター
の活動報告や協働のまちづくり推進に関する意見交換、支援金制度見直しの検討を実施し
た。

官民連携の
可能性

方法

市が実施する
必要がある



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

令和 6 （評価対象　令和 5

事業名 市民活動支援事業 事務事業コード 7111-7

担　当 企画 部 広報広聴 課 広聴市民活動 係 事業開始年度 平成

年度

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

市が「新しい公共」を担う市民活動団体等と協働し、広く市民のニーズに対応した公共サービスの提供を
行うことにより、市民は安心して生活を送っている。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

「市民活動サポートセンター」を拠点として、市民活動ネットワークを構築し、様々な分野で活動する団体
同士、また、市民活動を行う側と市民活動を求める側とを結び付け、市民活動の活性化を図る。
広く市民ニーズを把握しながら事業展開を図り、地域住民が主体となって活動する組織などを支援する。
「佐久市市民活動サポートセンター」
　・所在地　　 ：佐久市取出町１８３番地　佐久市生涯学習センター（R5.2月移転）
　・開館時間　：午前９時から午後８時まで
　・休館日　　 ：月曜日（月曜日が休日のときは、その翌日）、１２月２９日から翌年１月３日まで
事業運営に資するため、地域課題把握のための現地調査を行うほか、来館者へのアンケート、ホーム
ページ、facebook等も活用し、随時、市民ニーズの把握に努める。
サポートセンターへの来館者、登録団体を増やすため、市ホームページやサポートセンター機関紙など
を活用し、広く周知する。
佐久地域で学ぶ高校生、大学生が地域活動に参画し、課題を学び、地域の人たちと考え、自ら行動する
機会を提供することで、若年期における地域への愛着心を高める「地域まるごとキャンパス事業」を実施
する。

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 4 年度令和 令和 5 年度 令和 年度6

総合計画上の
位置付け

章 7.ひとと地域の力が生きる協働と交流のまちづくり

節 1.市民の力が生きる地域社会の実現

施策 1.市民協働・参加

20

事業の性質 任意の自治事務（不定型）

実施方法

法定根拠
管理方法 通常

5,453 5,453

0.45 人 3,083

126 時間

17,455 17,499 17,615

時間 0

23,068

168

0.75 人 5,453 0.75 人 5,453

0 時間 0 0

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

2,508 933

18,500 20,444 22,135

2,206

20,706 22,952 23,068

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

コ
ス
ト

財源
内訳

20,706 22,952

財源合計

3,251

事業費

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



3．事業の分析 「Check（評価）」

＜説明＞

＜説明＞

４．今後の方向性 「Action（改善）」

所管課等としての評価

＜課題に対する解決策、取組み方針等を記載＞

年度

生涯学習センターの１階へ移転したことで、これまで利用したことのない利用者の目に留ま
りやすくなり、利用者の大幅な増加となった。市内他機関との連携等、協力・連携事例が増
えた。センター登録団体数はＲ５年度末で２４３団体で、昨年度末に比べ１１団体の増加と
なった。

官民連携の
可能性

方法

民間による実
施が可能

今後の
取組方針

・機関紙の発行のほか、公式LINEやInstagramの活用など、引き続きSNSを活用しながら情報発信の強化
を図る。
・イベントや講座の都度、センターの役割と機能についてわかりやすく発信し、認知度の向上を図る。
・社会福祉協議会や青年会議所、教育機関などとコーディネート事例の共有や情報交換を行い、関係づく
りを継続して行い、協働を生み出す土壌づくりに取り組む。

単位

人
実績

目標

事業の
課題

・市民活動について、さらに情報収集・発信を行っていく必要がある。
・センターの機能と役割の明確化が必要である。
・より広くセンターを知り、幅広く利用してもらう必要がある。
・様々な団体同士をつなぐネットワークを構築する必要がある。

事業の
方向性

現行どおり 期間・時期

達成状況

達成度

達成

％ 達成率

成果指標

佐久市市民活動サ
ポートセンターへの来

館者数

～令和 年度 令和

市民と行政の協働のまちづくりの観点から実施するものであり、市がパートナーとして関与
する必要がある。

135 257

目標

実績

10,296

4,000 8,000

147

4,072

3,000

市民活動サポートセンター
①交流会の開催
②団体・人材育成につながる講座の開催
③市民活動・地域課題に関する相談・解決に向けたコーディネート
④市民活動に関する情報収集・提供・発信などの業務の実施
佐久平地域まるごとキャンパス事業について、市民活動サポートセンターを拠点として実施。

令和 5

市民活動全般に関す
る相談

％ 達成率

件

活動指標 年度 令和 5 年度

年度

実施内容

160

88.7

単位

250

170 200

令和 4 令和 6 年度

142



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

事業費

コ
ス
ト

財源
内訳

2,919 3,543

財源合計

2,740

600 1,000

2,819 2,943 2,908

100

2,919 3,543 3,908

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

3,908

0

0.40 人 2,908 0.40 人 2,908

0 時間 0 0

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

2,908 2,908

0.40 人 2,740

0 時間

179 635 1,000

時間 0

総合計画上の
位置付け

章 7.ひとと地域の力が生きる協働と交流のまちづくり

節 1.市民の力が生きる地域社会の実現

施策 1.市民協働・参加

23

事業の性質 任意の自治事務（不定型）

実施方法

法定根拠
管理方法 通常

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 4 年度令和 令和 5 年度 令和 年度6

　地域が抱える課題を、市民が自主的かつ主体的に取り組む公益的な事業に対して、市が相談や助言
などの協力を行うとともに支援金を交付し、協働のまちづくりの担い手となる市民を支援し、市民参加型
市政の実現を図る。

　
  望月地域を対象とした市民活動団体（５人以上の者で組織し、団体に関する規則があり、会計が適切
に行われている団体）を対象とし、団体からの申請により佐久市協働のまちづくり推進会議において審
査し、支援金の交付決定を行う。
　支援金の交付額は、交付対象経費の２分の１以内、１００万円を上限とし、予算の範囲以内で交付す
る。市が設定した重点テーマに該当する事業の交付額は、対象経費の４分の３以内、１５０万円を上限と
する。
　事業完了後は、実績報告書、自己評価報告書、決算書が提出され、佐久市協働のまちづくり推進会議
において評価を行い、特に優良と認められた事業については、功績を称え表彰を行う。

令和 6 （評価対象　令和 5

事業名 駒の里過疎対策プロジェクト支援事業 事務事業コード 7111-8

担　当 総務 部 望月支所 総務税務 係 事業開始年度 平成

年度

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



3．事業の分析 「Check（評価）」

＜説明＞

＜説明＞

４．今後の方向性 「Action（改善）」

所管課等としての評価

＜課題に対する解決策、取組み方針等を記載＞

1

3

33

単位

3

3 3

令和 4 令和 6 年度

令和 5

駒の里過疎対策プロ
ジェクト支援金交付団
体数

％ 達成率

団体

活動指標 年度 令和 5 年度

年度

実施内容

3 3

100

1

3

申請のあった3団体（3事業）へ駒の里過疎対策プロジェクト支援金を交付した。
・望月小唄保存会
・ＮＰＯ法人多津衛民芸館
・望月お弁当プロジェクト

  協働のまちづくりの担い手となる市民を支援するためには、市が主体となり補助金の交付
を実施する必要がある。

33 100

目標

実績

3

今後の
取組方針

・駒の里過疎対策プロジェクト支援金の活用団体を増やすため、積極的にPRを行う。
・広報広聴課で実施している同制度の「佐久っと支援金」との繋がりがあるため、広報広聴課と連携しなが
ら支援金の運用方法について検討する。

単位

件
実績

目標

事業の
課題

　
  平成23年度より事業を実施しており、令和5年度までに13団体に支援金を交付している。年度ごとに支援
金の活用状況を見ても団体数は、1～4団体である。今後、より多くの市民活動団体に支援金を活用しても
らえるよう、広報誌、ホームページなどを活用し、積極的にPRしていく必要がある。

事業の
方向性

現行どおり 期間・時期

達成状況

達成度

達成

％ 達成率

成果指標

駒の里過疎対策プロ
ジェクト支援金交付件
数

～令和 年度 令和 年度

  佐久市協働のまちづくり推進会議により推薦された団体へ、補助金交付を行い目標通り
事業を達成した。

官民連携の
可能性

方法

市が実施する
必要がある



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

令和 6 （評価対象　令和 5

事業名 市民意見聴取事業 事務事業コード 7112-1

担　当 企画部 部 広報広聴 課 広聴市民活動 係 事業開始年度 平成

年度

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

   市民意見公募手続等の広聴活動を行うことで、市民の市政への参加を推進する。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

①市民意見公募手続（パブリックコメント）の対象となる計画等について、市広報紙やホームページ等で
意見募集を掲載し、市民の意見を求める。提出された意見等については、市の意見を付して市ホーム
ページ等で公表する。
②子ども議会を開催し、市内小中学生の代表から市政についての質問を受け、理事者が答弁する。
③市内施設見学を実施し、参加者からアンケートにより市政に対する意見等を聴く。
④まちづくり講座を開催し、市の業務を知っていただくとともに、市政に対する意見等を聴く。
⑤各種審議会の日程及び会議記録等を市ホームページに掲載するとともに、審議会の公募委員枠を増
やし、市民の市政参加を促進する。
⑥ホームページメール、意見箱等で、市民から市政に対する意見を募り、市政に反映させる。
➆インターネット市政モニターアンケートを活用し、市の事業等に対する意見を募る。

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 4 年度令和 令和 5 年度 令和 年度6

総合計画上の
位置付け

章 7.ひとと地域の力が生きる協働と交流のまちづくり

節 1.市民の力が生きる地域社会の実現

施策 1.市民協働・参加

17

事業の性質 任意の自治事務（不定型）

実施方法

法定根拠
管理方法 通常

1,382 1,382

0.05 人 343

388 時間

46 63 169

時間 291

1,551

516

0.15 人 1,091 0.15 人 1,091

219 時間 291 219

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

0 0

905 1,445 1,551

0

905 1,445 1,551

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

コ
ス
ト

財源
内訳

905 1,445

財源合計

859

事業費

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



3．事業の分析 「Check（評価）」

＜説明＞

＜説明＞

４．今後の方向性 「Action（改善）」

所管課等としての評価

＜課題に対する解決策、取組み方針等を記載＞

年度

パブリックコメントによる意見聴取や市内施設見学などは概ね実施することができ、市政に
対する意見等を聴取することができた。しかし、依然としてコロナの影響があり、目標値には
達しなかった。

官民連携の
可能性

方法

市が実施する
必要がある

今後の
取組方針

  市民の市政参加の機会を確保し、多様な市民意見を市政に反映することでより良い施策につなげるた
め、佐久市型情報公開と佐久市型論点整理手法について、広報紙やSNSによる予告・周知、意見提出期
間１か月の確保、提出された意見に対する丁寧な回答など、改めて確実に実施する。

単位

人
実績

目標

事業の
課題

  佐久市型情報公開の徹底により、市民意見公募手続を実施しているが、案件によっては意見の提出が
少なかったり、全く意見が出なかったりすることがあることから、より多くの市民からの意見を求めるため、
十分な情報提供や意見を出しやすい環境づくりが必要である。

事業の
方向性

現行どおり 期間・時期

達成状況

達成度

未達成

％ 達成率

成果指標

参加人数

～令和 年度 令和

①市民意見公募手続は、市の基本的な施策の策定の際、その過程において実施要綱に従
い市が実施する必要がある。
②市政に対する意見を求める広聴事業は、当事者である市が行うことが必要である。

50 61.6

目標

実績

74

120 120

66.6

15

30

  市民意見公募手続（11件）、小学校３年生対象の庁舎見学（5校、児童231名）、子ども議会の実施、各
種審議会の日程及び会議録等を市ホームページへ随時掲載した。
  市民意見公募手続は、より市民意見を反映させるため、ガイドラインの一部を改正した。（R6.4.1施行）
  新型コロナウイルス感染症が5類になり、市内施設見学を4回（通常コース１回、特別コース3回）実施で
きた。

令和 5

市内施設見学

％ 達成率

件

活動指標 年度 令和 5 年度

年度

実施内容

2

50

単位

4

6 6

令和 4 令和 6 年度

1



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

令和 6 （評価対象　令和 5

事業名 行政情報発信事業 事務事業コード 7113-1

担　当 企画 部 広報広聴 課 広報 係 事業開始年度 平成

年度

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

　市広報紙、市ホームページ、市公式SNS、FMラジオ・ケーブルテレビ等の媒体を用いて、行政情報を
広報することにより、市民が市政情報を細やかに分かりやすく取得できる。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

①市広報紙（月1回）及び別冊広報を適宜発行し、市民に行政情報を周知する。
②市ホームページ及び公式SNS(Facebook・X・LINE)により、行政情報を配信する。
③ＦＭさくだいら、佐久ケーブルテレビを通じて、音声や映像による情報を放送する。
④定例記者会見(年4回）及び随時のプレスリリースにより、報道機関に行政情報を提供する。
⑤電話・FAX・メールを利用した「さくネット」及びコミュニティアプリ「さくステ」により、行政情報を提供す
る。
⑥インターネット配信を利用し、市政情報を生中継及び企画番組を配信する。

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 4 年度令和 令和 5 年度 令和 年度6

総合計画上の
位置付け

章 7.ひとと地域の力が生きる協働と交流のまちづくり

節 1.市民の力が生きる地域社会の実現

施策 1.市民協働・参加

17

事業の性質 任意の自治事務（不定型）

実施方法

法定根拠
管理方法 通常

14,976 18,611

1.90 人 13,015

875 時間

82,077 83,970 98,045

時間 1,163

116,656

1,163

1.90 人 13,813 2.40 人 17,448

875 時間 1,163 875

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

2,980 2,438

93,216 95,966 114,218

3,039

96,255 98,946 116,656

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

コ
ス
ト

財源
内訳

96,255 98,946

財源合計

14,178

事業費

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



3．事業の分析 「Check（評価）」

＜説明＞

＜説明＞

４．今後の方向性 「Action（改善）」

所管課等としての評価

＜課題に対する解決策、取組み方針等を記載＞

年度

①市政情報を、各種媒体（広報紙、ホームページ、ＳＮＳ）で提供できた。
②公式SNS及び情報アプリの登録者数が増加し、広く情報を周知できている。

官民連携の
可能性

方法

民間への委
託が可能

今後の
取組方針

①広報紙やホームページ、公式SNSについて掲載基準や運用方針を明確に定める。
②市ホームページのデザイン及びサイト構成のリニューアルを行い、情報を探しやすくする。

単位

人
実績

目標

事業の
課題

①広報媒体により掲載する情報、しない情報など基準を設ける必要がある。
②広報媒体の多様化に伴い、各媒体の特性を生かした情報発信を行う必要がある。
③ホームページの情報量が増え、知りたい情報にたどり着きづらくなっている。

事業の
方向性

現行どおり 期間・時期

達成状況

達成度

達成

％ 達成率

成果指標

市政情報番組
閲覧者数(累計)
（佐久市ﾁｬﾝﾈﾙ）

～令和 年度 令和

　
  行政情報の発信と市民への伝達は、徹底した情報公開として市が行う業務であるが、民
間の放送媒体等を利用した効果的な情報発信については、連携が可能である。

100 100

目標

実績

219,288

200,000 200,000

100

310,000

200,000

広報紙：36,800部/月、広報佐久別冊
FMさくだいら：平日15分番組3回/日、議会放送4回/年等
佐久ケーブルテレビ：市情報番組15分、9回/週、日曜日・月曜日各2時間イベント放送
定例記者会見：4回/年
ホームページ・公式ＳＮＳ：情報提供（年間）
インターネット配信：イベント・議会生中継や企画番組配信
さくネット・さくステ：防災情報、市政情報配信

令和 5

インターネットを利用し
た市政情報番組配信

％ 達成率

件

活動指標 年度 令和 5 年度

年度

実施内容

14

100

単位

14

14 14

令和 4 令和 6 年度

14



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

事業費

コ
ス
ト

財源
内訳

2,318 2,387

財源合計

1,810

0 0

2,318 2,387 1,788

0

2,318 2,387 1,788

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

1,788

97

0.25 人 1,818 0.15 人 1,091

73 時間 97 73

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

1,915 1,188

0.25 人 1,713

73 時間

508 472 600

時間 97

総合計画上の
位置付け

章 7.ひとと地域の力が生きる協働と交流のまちづくり

節 1.市民の力が生きる地域社会の実現

施策 1.市民協働・参加

17

事業の性質 任意の自治事務（不定型）

実施方法

法定根拠
管理方法 通常

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

　視察及び訪問団等への配布やホームページ掲載により、市の概要をＰＲし、交流人口の増加を図る。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

①佐久市事業の視察者や市への訪問団へ配布し、佐久市の概要を周知する。
②市ホームページに電子ブックとして掲載し、佐久市の概要をPRする。

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 4 年度令和 令和 5 年度 令和 年度6

令和 6 （評価対象　令和 5

事業名 市勢ガイド発行事業 事務事業コード 7113-2

担　当 企画 部 広報広聴 課 広報 係 事業開始年度 平成

年度

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



3．事業の分析 「Check（評価）」

＜説明＞

＜説明＞

４．今後の方向性 「Action（改善）」

所管課等としての評価

＜課題に対する解決策、取組み方針等を記載＞

600

600

100

単位

1,000

500 1,000

令和 4 令和 6 年度

令和 5

発行部数

％ 達成率

部

活動指標 年度 令和 5 年度

年度

実施内容

500 700

100

356

600

海外（中国）からの長野県視察において、市勢ガイド英語版を200部配布した。
視察対応として市勢ガイド日本語版を479部配布した。
市ホームページ掲載により、市の概要をＰＲした。

市が発行する刊行物であるため、市が実施する必要がある。

59 100

目標

実績

721

今後の
取組方針

　ペーパーレス化の観点から、最低限の必要部数に発注を留めるとともに、視察・訪問団に対しては事前
にWEB配信を行うなどの対応を検討する。

単位

部
実績

目標

事業の
課題

　ペーパーレス化を検討する必要がある。

事業の
方向性

現行どおり 期間・時期

達成状況

達成度

達成

％ 達成率

成果指標

配布部数

～令和 年度 令和 年度

　新型コロナウイルス感染症の5類以降に伴い、市外からの視察、訪問団が増加したこと
から、配布部数が目標値を上回った。

官民連携の
可能性

方法

市が実施する
必要がある



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

事業費

コ
ス
ト

財源
内訳

7,500 6,274

財源合計

4,840

0 0

7,500 6,274 6,158

0

7,500 6,274 6,158

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

6,158

387

0.65 人 4,726 0.45 人 3,272

73 時間 97 73

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

4,823 3,369

0.65 人 4,453

291 時間

2,660 1,451 2,789

時間 97

総合計画上の
位置付け

章 7.ひとと地域の力が生きる協働と交流のまちづくり

節 1.市民の力が生きる地域社会の実現

施策 1.市民協働・参加

17

事業の性質 任意の自治事務（不定型）

実施方法

法定根拠
管理方法 通常

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

　市政振興に寄与した者、優れた善行又は美徳の行為があった者、優れた技能により産業の発展に寄
与した者など、他の模範である者を表彰することで、市民に対し市政振興の意欲を高める。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

①佐久市表彰規則の規定により、市政功労及び市長表彰・感謝状・賞状を授与する。
②市政功労表彰・市長表彰、高額寄附に伴う市長表彰を3月9日に実施する。
③区長、消防団員、福祉委員、職員等の退任・退職に伴う表彰は、退任等式典で表彰を実施する。
④寄付行為に伴う感謝状贈呈は所管からの行賞申請に基づき、随時実施する。

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 4 年度令和 令和 5 年度 令和 年度6

令和 6 （評価対象　令和 5

事業名 表彰事業 事務事業コード 7113-3

担　当 企画 部 広報広聴 課 広報 係 事業開始年度 平成

年度

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



3．事業の分析 「Check（評価）」

＜説明＞

＜説明＞

４．今後の方向性 「Action（改善）」

所管課等としての評価

＜課題に対する解決策、取組み方針等を記載＞

37

30

100

単位

52

30 1,000

令和 4 令和 6 年度

令和 5

表彰実施回数

％ 達成率

回

活動指標 年度 令和 5 年度

年度

実施内容

400 700

100

597

400

  市長表彰 41人、感謝状（退任行政委員4名、退任農業委員24名、退任区長162名、退職消防団42名、
高額寄附13名、退職職員13名、その他美術展入賞者等92名）

　佐久市表彰規則、佐久市表彰規則事務取扱要領による審査基準により、表彰対象者を
表彰審査委員会で審査するため、市で実施する必要がある。

100 98

目標

実績

391

今後の
取組方針

　①表彰対象者の漏れを防ぐため、依頼から報告まで余裕をもった期間設定で各課へ依頼する。
　②表彰規則及び表彰規則事務取扱要領に沿った表彰を行う。

単位

人
実績

目標

事業の
課題

　表彰等対象者は、各課からの推薦・申請に基づくため、表彰規則等の周知により受賞漏れを防ぐ必要
がある。

事業の
方向性

現行どおり 期間・時期

達成状況

達成度

達成

％ 達成率

成果指標

表彰等受賞者数

～令和 年度 令和 年度

　表彰規則に沿った表彰対象者へ表彰の授与を行うことができた。

官民連携の
可能性

方法

市が実施する
必要がある



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

情報公開・個人情報保護支援事務

佐久市情報公開条例

佐久市個人情報保護条例

情報公開制度及び個人情報保護制度の適正な運用により、市民の市政に対する理解と信頼を高める。

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

（１）情報公開条例に基づく公文書開示
     （各所管課等の開示決定を支援）
（２）個人情報の保護に関する法律に基づく個人情報の開示
　　 （各所管課等の開示決定を支援）
（３）個人情報の取扱い全般について全庁に助言

総合計画上の
位置付け

章 7.ひとと地域の力が生きる協働と交流のまちづくり

節 1.市民の力が生きる地域社会の実現

施策 1.市民協働・参加

17

事業の性質 任意の自治事務（定型）

実施方法

事業費

コ
ス
ト

財源
内訳

2,073 2,181

財源合計

2,055

0 0

2,073 2,181 2,304

0

2,073 2,181 2,304

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

2,304

0

0.30 人 2,181 0.30 人 2,181

0 時間 0 0

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

2,181 2,181

0.30 人 2,055

0 時間

18 0 123

時間 0

法定根拠
管理方法 簡易

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

事業内容
（手段・方法など）

4 年度令和 令和 5 年度 令和 年度6

令和 6 （評価対象　令和 5

事業名 事務事業コード 7114-1

担　当 総務 部 総務 課 文書法規 係 事業開始年度 平成

年度

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

令和 6 （評価対象　令和 5

事業名 事務事業コード 7114-2

担　当 総務 部 総務 課 文書法規 係 事業開始年度 平成

年度

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 4 年度令和 令和 5 年度 令和 年度6

法定根拠
管理方法 簡易

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

事業内容
（手段・方法など）

2,181 2,181

0.30 人 2,055

0 時間

2,027 2,080 5,416

時間 0

7,597

0

0.30 人 2,181 0.30 人 2,181

0 時間 0 0

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

0 0

4,082 4,261 7,597

0

4,082 4,261 7,597

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

コ
ス
ト

財源
内訳

4,082 4,261

財源合計

2,055

事業費

文書等管理・文書事務支援事務

佐久市文書取扱規程

文書の施行、保存及び廃棄を適切に行うことで、行政の円滑な運営を確保する。

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

（１）事務処理が完結した文書の書庫での保管
（２）文書事務の手引を適宜改定し、適正な文書事務のあり方を周知
（３）文書事務に用いる各種事務機器（コピー機、印刷機、丁合機、穿孔機、裁断機等）の一括管理

総合計画上の
位置付け

章 7.ひとと地域の力が生きる協働と交流のまちづくり

節 1.市民の力が生きる地域社会の実現

施策 1.市民協働・参加

17

事業の性質 任意の自治事務（定型）

実施方法 市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

令和 6 （評価対象　令和 5

事業名 臼田文書等管理・文書事務支援事業 事務事業コード 7114-3

担　当 総務 部 臼田支所 総務税務 係 事業開始年度 平成

年度

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

  文書の発送や文書管理など文書関連事務の効率化により、市民等が適時適切な行政サービスを円滑
に享受している。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

　文書管理規定に基づき、文書書庫にある保存年数が過ぎた文書の整理を行うとともに、前年度の文書
を書庫へ搬入し整理整頓を行う。

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 4 年度令和 令和 5 年度 令和 年度6

総合計画上の
位置付け

章 7.ひとと地域の力が生きる協働と交流のまちづくり

節 1.市民の力が生きる地域社会の実現

施策 1.市民協働・参加

17

事業の性質 任意の自治事務（定型）

実施方法

法定根拠
管理方法 簡易

4,504 4,504

0.50 人 3,425

653 時間

0 0 0

時間 869

4,504

869

0.50 人 3,635 0.50 人 3,635

653 時間 869 653

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

0 0

4,294 4,504 4,504

0

4,294 4,504 4,504

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

コ
ス
ト

財源
内訳

4,294 4,504

財源合計

4,294

事業費

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

事業費

コ
ス
ト

財源
内訳

2,740 2,908

財源合計

2,740

0 0

2,740 2,908 2,908

0

2,740 2,908 2,908

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

2,908

0

0.40 人 2,908 0.40 人 2,908

0 時間 0 0

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

人 2,740

0 時間

0 0 0

時間 0

総合計画上の
位置付け

章 7.ひとと地域の力が生きる協働と交流のまちづくり

節 1.市民の力が生きる地域社会の実現

施策 1.市民協働・参加

17

事業の性質 任意の自治事務（定型）

実施方法

法定根拠
管理方法 簡易

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

　文書の発送や文書管理など文書関連事務の効率化により、市民等が適時適切な行政サービスを円滑
に行っている。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

　
  文書取扱規程に基づき、保存年数が過ぎた文書の廃棄を行い、文書書庫の整理に努める。

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 4 年度令和 令和 5 年度 令和 年度6

2,908 2,908

0.40

令和 6 （評価対象　令和 5

事業名 浅科文書等管理・文書事務支援事業 事務事業コード 7114-4

担　当 総務 部 浅科支所 総務税務 係 事業開始年度 平成

年度

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

望月文書等管理・文書事務支援事業 7114-5

　文書取扱規則に基づく文書等の管理と職員の文書事務を支援することにより、能率的で、正確かつ迅
速な文書事務の処理が行われ、市民に対する適切な情報発信と情報公開の基盤が確立されている。

　
  文書倉庫に、年度初めに保存年数が過ぎた文書の廃棄と前年度分の文書の搬入を行い、文書取扱規
定に基づき処理を行う。文書書庫の整理は随時対応する。

（１）完結した文書の引継ぎを受け、文書庫で保存している。
（２）文書取扱規定に基づき、文書に関する事務について全般的な指導・支援を行う。
（３）文書事務に用いる機器（コピー機、印刷機、穿孔機、紙折機等）を一括して管理する。

総合計画上の
位置付け

章 7.ひとと地域の力が生きる協働と交流のまちづくり

節 1.市民の力が生きる地域社会の実現

施策 1.市民協働・参加

17

事業の性質 任意の自治事務（定型）

実施方法

事業費

コ
ス
ト

財源
内訳

3,728 3,875

財源合計

3,728

0 0

3,728 3,875 3,875

0

3,728 3,875 3,875

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

3,875

1,330

0.35 人 2,545 0.35 人 2,545

950 時間 1,330 950

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

3,875 3,875

0.35 人 2,398

950 時間

0 0 0

時間 1,330

法定根拠
管理方法 簡易

※わかりやすく簡潔に記載すること

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 4 年度令和 令和 5 年度 令和 年度6

令和 6 （評価対象　令和 5

事業名 事務事業コード

担　当 総務 部 望月支所 総務税務 係 事業開始年度 平成

年度

単位（千円）

目的・成果

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

令和 6 （評価対象　令和 5

事業名 広報等配布物配布事務 事務事業コード 7111-2

担　当 総務 部 総務 課 文書法規 係 事業開始年度 平成

年度

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

市からの配布物を確実に届けることにより、市民の市政に対する理解を深め、市政への参加を促す。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

　月１回発行される市広報紙「ＳＡＫＵーＬＩＦＥ」の配付に併せ、各課等の配布・回覧物を各区の区長が指
定する配布担当者宅へ配付する。

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 4 年度令和 令和 5 年度 令和 年度6

総合計画上の
位置付け

章 7.ひとと地域の力が生きる協働と交流のまちづくり

節 1.市民の力が生きる地域社会の実現

施策 1.市民協働・参加

17

事業の性質 任意の自治事務（定型）

実施方法

法定根拠
管理方法 簡易

2,181 2,181

0.30 人 2,055

0 時間

3,335 3,643 4,360

時間 0

6,541

0

0.30 人 2,181 0.30 人 2,181

0 時間 0 0

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

0 0

5,390 5,824 6,541

0

5,390 5,824 6,541

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

コ
ス
ト

財源
内訳

5,390 5,824

財源合計

2,055

事業費

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

令和 6 （評価対象　令和 5

事業名 広報等配布物配布事務 事務事業コード 7111-2

担　当 総務 部 総務 課 文書法規 係 事業開始年度 平成

年度

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

市からの配布物を確実に届けることにより、市民の市政に対する理解を深め、市政への参加を促す。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

　月１回発行される市広報紙「ＳＡＫＵーＬＩＦＥ」の配付に併せ、各課等の配布・回覧物を各区の区長が指
定する配布担当者宅へ配付する。

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 4 年度令和 令和 5 年度 令和 年度6

総合計画上の
位置付け

章 7.ひとと地域の力が生きる協働と交流のまちづくり

節 1.市民の力が生きる地域社会の実現

施策 1.市民協働・参加

17

事業の性質 任意の自治事務（定型）

実施方法

法定根拠
管理方法 簡易

2,181 2,181

0.30 人 2,055

0 時間

3,335 3,643 4,360

時間 0

6,541

0

0.30 人 2,181 0.30 人 2,181

0 時間 0 0

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

0 0

5,390 5,824 6,541

0

5,390 5,824 6,541

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

コ
ス
ト

財源
内訳

5,390 5,824

財源合計

2,055

事業費

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他


